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Healthcare note（公共・公益法人レポート・シリーズ）

野村證券株式会社 金融公共公益法人部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行うに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたもの
です。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際し
ては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

(寄稿) 

医業承継の整理 

医療法人の形態は、いくつかに分かれますが、医業承継の手法についても出
資持分のある医療法人とそうでない場合で、それぞれ異なります。 

例えば、出資持分ありの医療法人の場合、法人形態を維持するのか、持分な
し医療法人へ移行するのかを選択することも考えられます。法人形態を維持す
る場合には出資持分の承継手法は「相続」「贈与」「譲渡」いずれを選択するの
かを検討します。 

また、持分なしの医療法人に移行にするしても、「社会医療法人」「特定医療
法人」「拠出型医療法人」のいずれを選択するのか検討する必要があります。 

いずれの場合も、実行に際してその準備が欠かせません。 

無理のない円滑な事業承継には、事前に十分な検討が必要です。承継対策
の検討が近い将来必要と考えられる医療法人は、各医療法人形態の特徴と取
り得る事業承継対策について、今一度確認することが必要となります。 

前号（ヘルスケアノートNo.16-03）では、医療法人の医業承継を考える際の考
え方及び出資持分の評価方法について、紹介しました。本稿では、引き続き税
理士法人山田＆パートナーズ 医療事業部 板持英俊先生に寄稿いただき、医
療法人の事業承継に伴う課題について紹介いただきました。 

各法人の特徴や実際に事業承継する際の取り得る選択肢とそれに伴う各留
意点を整理いただき、さらに経過措置型医療法人については、出資持分の取り
扱いが課題になるケースを挙げて、事業承継対策の課題を解説いただきまし
た。 

(市川) 
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